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告 示■

◎群馬県告示第１４５号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定により、農林水産大臣

から次のとおり保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があった。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 桐生市（国有林。次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 水害の防備

３ 変更後の指定施業要件

(1) 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県環境森林部森林保全課及び桐生市役

所に備え置いて縦覧に供する。

◎群馬県告示第１４６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定により、農林水産大臣

から次のとおり保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があった。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 館林市（国有林。次の図に示す部分に限る。）

(2) 保安林として指定された目的 風害の防備

(3) 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐は、択伐による。

(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

２(1) 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 館林市（国有林。次の図に示す部分に限る。）

(2) 保安林として指定された目的 公衆の保健

(3) 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

(ｱ) 主伐は、択伐による。
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(ｲ) 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

(ｳ) 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県環境森林部森林保全課及び館林市役

所に備え置いて縦覧に供する。

◎群馬県告示第１４７号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定により、農林水産大臣

から次のとおり保安林の指定施業要件を変更する予定である旨の通知があった。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 甘楽郡下仁田町（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

(1) 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

下仁田町（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

(2) 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を群馬県環境森林部森林保全課及び下仁田町

役場に備え置いて縦覧に供する。

◎群馬県告示第１４８号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県高崎土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の
路線名 区 間

変更の 敷地の幅員 延 長
種 類 前後別 メートル メートル

県道 榛名山箕郷線 高崎市箕郷町西明屋字道具屋敷４６２ 前 ５．１～１２．７ ９１．０
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番の１地先から同市同字法峯寺前２０
６番の６地先まで 後 ７．２～１２．８ ９１．０

◎群馬県告示第１４９号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、道路の供用を次のとおり開始する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県高崎土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の
路線名 区 間 供用開始の期日

種 類

県道 榛名山箕郷線 高崎市箕郷町西明屋字道具屋敷４６２番の１地先から同 平成３０年５月１８日
市同字法峯寺前２０６番の６地先まで

◎群馬県告示第１５０号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県高崎土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

道路の 路線名 区 間 変更の 敷地の幅員 延 長
種 類 前後別 メートル メートル

県道 高崎安中渋川 高崎市箕郷町西明屋字椿山１９４番の 前 ９．８～１５．２ ６１．１
線 ５地先から同市同字同１９５番の５地

先まで 後 １１．５～１９．５ ６１．１

◎群馬県告示第１５１号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、道路の供用を次のとおり開始する。

なお、その関係図面は、告示の日から１月間、群馬県県土整備部道路管理課及び群馬県高崎土木事務所において

一般の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明
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道路の
路線名 区 間 供用開始の期日

種 類

県道 高崎安中渋川 高崎市箕郷町西明屋字椿山１９４番の５地先から同市同 平成３０年５月１８日
線 字同１９５番の５地先まで

公 告■

群馬県毒物劇物取扱者試験規則（昭和２６年群馬県規則第２７号）第１条の規定により、毒物劇物取扱者試験を

次のとおり実施する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 試験日時 平成３０年１０月２８日（日）午後２時から午後４時まで

２ 試験場所 前橋市上沖町３２３－１ 群馬県公立大学法人県民健康科学大学

３ 試験の種類

(1) 一般

(2) 農業用品目

(3) 特定品目

４ 試験科目

(1) 筆記試験

ア 毒物及び劇物に関する法規

イ 基礎化学

ウ 毒物及び劇物の性質及び貯蔵その他取扱方法

(2) 実地試験 毒物及び劇物の識別及び取扱方法（筆記方式）

５ 受験手数料 １０，７００円（群馬県証紙又は払込書による。）

６ 試験願書

(1) 願書配布 平成３０年７月２日（月）から群馬県健康福祉部薬務課、県内の各保健福祉事務所及び中核市

（前橋市及び高崎市）の保健所において願書を配布する。

(2) 願書受付 平成３０年９月３日（月）から同月７日（金）までの午前９時から午後５時まで（正午から午後

１時までを除く。）の期間、県内の各保健福祉事務所及び中核市の保健所において願書を受け付ける。

(3) 願書の受付方法 願書は、前記(2)の受付場所に持参すること。ただし、県外居住者にあっては郵送を認め、

平成３０年９月７日（金）までの消印のあるものに限り受け付ける。

７ 問合せ先 試験についての問合せは、群馬県健康福祉部薬務課又は県内の各保健福祉事務所にすること。

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項の規定による処分をしたので、同法第２９条の５第１項

の規定により、次のとおり公告する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 処分をした年月日 平成３０年５月７日
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２ 被処分者

商号又は名称 主たる営業所の所在地 代表者氏名 許可番号

株式会社榎本鉄工所 北群馬郡榛東村大字山子田４１５ 代表取締役 榎本康治 群馬県知事許可（般－２
８）第６８１８号

３ 処分の内容 建設業法第２８条第３項の規定による営業の停止命令

(1) 停止を命ずる営業の範囲 建設業の営業の全部

(2) 期間 平成３０年５月１４日から同月１６日までの３日間

４ 処分の原因となった事実 株式会社榎本鉄工所は、平成２７年３月２８日に、専任技術者であった者が死亡し

たことにより、「土木一式」及び「とび・土工」の許可が失効した状態であったにもかかわらず、平成２８年１

０月７日付け群馬県北群馬郡榛東村発注の「平成２８年度公共下水道事業２８－１工区管渠築造工事」に係る指

名通知書に対し応札し、これを請け負った。

また、当該業者が再度「土木一式」及び「とび・土工」の許可を取得した平成２９年３月１０日までの間に、

榛東村より、工事金額が５００万円を超える複数の土木一式工事の指名を受け、これに応札していたことが確認

できた。

このことが、建設業法第２８条第１項第２号に該当するため、同条第３項に基づき営業停止処分とする。

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

前橋勢多都市計画特定用途制限地域の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用す

る同法第２０条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 前橋勢多都市計画特定用途制限地域 前橋勢多地区

２ 都市計画の変更年月日 平成３０年５月１日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び前橋市都市計画部都市計画課

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

前橋都市計画地区計画の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０

条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 前橋都市計画地区計画 ＪＲ前橋駅周辺地区

２ 都市計画の変更年月日 平成３０年５月１日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び前橋市都市計画部都市計画課



7

平成３０年５月１８日（金） 群 馬 県 報 第９６００号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により、

前橋都市計画地区計画の変更の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第２項において準用する同法第２０

条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 都市計画の種類及び名称 前橋都市計画地区計画 下大島東地区、五代南部団地地区、亀里地区、東大室地区

及び多田山産業団地地区

２ 都市計画の変更年月日 平成３０年５月１日

３ 縦覧場所 群馬県県土整備部都市計画課及び前橋市都市計画部都市計画課

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第２項の規定により検査済証を交付したので、次の開発行為

に関する工事が完了した旨を公告する。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

番号 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名

１ 佐波郡玉村町大字板井字八反田１３９－１ 埼玉県児玉郡上里町大字勅使河原１６４４番地
１
伊澤章司

２ 邑楽郡邑楽町大字中野字荒神８６７－４、８６８－ 邑楽郡邑楽町大字石打３番地３４
５ 遠藤崇由、遠藤明日香

３ 邑楽郡邑楽町大字中野字下宿４５５３－１、４５５ 石川県白山市松本町２５１２番地
５－１、４５５５－２、４５５５－３、４５５６－ 株式会社クスリのアオキ 代表取締役社長 青
１、４５５９－１、４５５９－１１、４５６０－ 木宏憲
１、４５６０－４、４５６０－９、４５６０－１
１、４５６０－１３、４５６０－１４

４ 佐波郡玉村町大字飯塚３４１－１、３４３－１、３ 佐波郡玉村町大字飯塚３２８番地
４４、３４５、３４６－１ 株式会社群馬フェリーチェ学園 代表取締役

田村正幸

落 札■

次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成３０年５月１８日

群馬県知事 大 澤 正 明

１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量 群馬県財務会計システム運用保守 一式

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県会計局会計課 群馬県前橋市大手町一丁目１番１
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号

３ 随意契約の相手方を決定した日 平成３０年５月７日

４ 随意契約の相手方の名称及び所在地 株式会社ジーシーシー 群馬県前橋市天川大島町１１２５番地

５ 随意契約に係る契約金額 ８５５，３９７，９７２円

６ 契約の相手方を決定した手続 随意契約

７ 随意契約の理由 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２

号）第１１条第１項第２号該当

次のとおり落札者を決定した。

平成３０年５月１８日

群馬県県央第一水道事務所長 齋 藤 真 人

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 水道用ポリ塩化アルミニウム（単価契約） 年間予定調達数量 １，００

０，０００ｋｇ

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県県央第一水道事務所 群馬県北群馬郡榛東村大字

広馬場４１１番地１

３ 落札者を決定した日 平成３０年３月２２日

４ 落札者の名称及び所在地 鶴星商事株式会社 群馬県高崎市上並榎町２３６

５ 落札金額 １９．３円／ｋｇ

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札

７ 入札公告をした日 平成３０年２月９日

８ 契約方法 単価契約

毎週火､金曜日発行

発 行 群 馬 県
群馬県前橋市大手町一丁目１番１号
電話 027-223-1111


